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１．はじめに：ラオス観光の現状と課題
東南アジアの中で唯一内陸国であるラオス人民民主共

和国（以下、ラオス）では、観光業は重要な産業セク
ターの一つとして位置付けている。2007年には、ラオ
スは、New York Timesの紙面で「次に行きたい国」で
一位に選ばれている（Lee, 2007, December 9）。ラオ
ス観光の魅力の一つは、地域ごとの多種多様な自然景
観であろう。標高2,000m級の山々に囲まれる北部では、
高低差のある地形によるダイナミックな自然景観、他方、
標高が低く平原地帯が広がる中部・南部では石灰岩から
形成されるカルスト地形、神秘的な鍾乳洞などを楽しむ
ことができる。また、希少な動植物の観察を楽しむこと
ができるツアー、少数民族の生活や文化を体験できるツ
アー、あるいはトレッキングやカヤッキングなどのアウ
トドアツアーなどもある。

観光地としてのラオスの魅力は、自然観光資源だけ
でなく、多くの歴史文化遺産にもある。代表的なもの
としては、２つの世界文化遺産が挙げられる。１つは、
1995年に文化遺産として登録されたルアンパバン郡の
市街地であり、もう１つは、2001年に文化遺産として
登録されチャンパサック県の文化的景観と関連の遺跡群
である。その他にも、歴史的に不明点が多いシェンクワ
ン県のジャール平原の石壺遺跡、クメール帝国時代の建
築物が残るサバナケット県のフアンヒン遺跡、ラオス愛
国戦線の軍事部隊パテート・ラオの本拠地の跡が残るフ
アパン県のビエンサイの洞窟群などが挙げられる。

経済面において観光が果たす役割は大きい。ラオスで
は、観光業は、重要な外貨獲得源である。産業別の輸出
高でみれば、観光業は、鉱業に次いで第２位に位置し
ており、全体の13%を占めている。また、World Travel 
& Tourism Council（WTTC）（2017）によれば、観光
業は、観光旅行業だけでなく航空会社、ホテル、レン
タカー会社等を加えて考えると、GDP（Gross Domestic 
Product）の14.2%を占めており、国内労働者全体の約
12.4%を占めている。2002年にはメコン川流域諸国内
での経済協力プログラム「大メコン圏１（GMS:Greater 
Mekong Sub-region）」の中でも観光開発が戦略として
組み込まれていることから、今後、ラオスを含めて当該
地域の観光業が盛んになることが期待されている。

しかしながら、図１に示されているように、2016年
のラオスの外国人訪問（インバウンド）人数２は減少し、
観光収入も横ばいに転じた。１年のデータを見ただけで

＊ 中央大学経済研究所客員研究員
１　メコン川の支流である中国の雲南省・江西壮族自治区から、ミャンマー、ラオス、タイ、ベトナム、カンボジアの国々を指す
地域圏である。GMSは、1992年からアジア開発銀行（ADB: Asia Development Bank）の主導で行われている経済協力プログラム
であり、３つの経済回廊（南北経済回廊、東西経済回廊、南部経済回廊）の建設を中心に、多くのプログラムが実施されている。
２　本稿で用いる外国人訪問客数に関するデータは、Tourism Development Department（2017）の統計資料に基づいている。この
統計資料における外国人訪問客数は、ビジネスや外交目的の人数も含まれており、必ずしもその数値が観光目的のものを示してい
るわけではない。しかしながら、その数値の８割以上が観光目的での訪問で占められているため、本稿では、以後、このデータを
インバウンド観光客数として捉えて議論を進める。

図１　ラオスの観光客数と観光収入
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は、ラオスのインバウンド観光が減少傾向の段階に入っ
たと決めつけることは早計であるが、今後、更なる発展
を遂げるために、ここでラオス観光の課題について検討
することは重要であろう。

藤田（2008）は、2007年度の観光統計をもとに、ラ
オス観光は、観光客数の伸びている一方で、観光客の支
出額はそれほど多くないことを示している。

図２は、1996年から2016年までの観光客一人の一日
当たりの観光支出額である。このグラフを見ると、年毎
に多少上下はしているが、概ね30から40ドルを推移し
ており、藤田（2008）の議論以降も、ラオス観光への
安価な支出額の課題は克服されていないことがわかる。
さらに、Tourism Development Department （2017）に
よれば、観光市場のシェアの多く占める隣国のタイ、ベ
トナム、カンボジア、中国は、滞在日数も短く、さらに
それらの国々の観光支出額が低い。図３をみれば、滞在
期間も隣国４カ国とその他の国では大きく差があること
がわかる。

図２　観光客一人の一日当たりの平均支出額

図３　平均滞在日数

木沢（2009）は、ラオス観光が隣国と比べて観光客
数や収入が低い理由として、陸路入国の短期滞在の観光
客が観光客数の大半以上を占めていること、ラオスの有
名な観光地の一つであるルアンパバンにおいて支出額の
少ないバックパッカー観光客の占有率が高いこと、ホテ
ルやガイドなどの人材不足のためにツアー料金が高いこ
とを上げている。

神澤（2004）は、２つの世界遺産を結ぶ新たな観光

パターンを生み出すために、北部から南部までを結ぶ国
道線上の整備とその軸上主要な都市であるルアンパバン、
ビエンチャン、タケク（カムムワン県）、サワナケート、
パクセ（チャンパサック県）の観光開発を進める必要を
示している。表１を見れば、外国人の訪問人数の大半が
ビエンチャン都に集中していることが分かる。北部から
南部までを結ぶ国道線上の整備とその軸上主要な都市の
観光開発を行い、さらに、その同線上の都市にも観光に
よる経済効果が波及するような開発が求められる。

以上のように、これまでの先行研究は、概ね、観光
客の低い消費額、短期的な滞在、および社会インフラ
の未整備や人材不足について問題視してきた。もちろ
ん、それらは、インバウンド観光を引き延ばすためには
ラオスが取り組むべき重要な課題である。しかしながら、
本稿では、これまでの先行研究で検討されてこなかっ
た、ラオスにおける情報通信技術（ICT:Information and 
Communication Technology）化について着目し、ICTの
発達が観光需要の喚起に貢献するものかどうかを検証す
る。近年、観光分野においてICTが観光客の消費行動や
観光産業に著しい影響を及ぼしていることが多くの学術
論文で考察されている。そこで、本稿はラオスの観光分
野においてICT化を進めることでインバウンド観光需要
にどのような効果が期待できるかを検討する。以下では、
第２節において、ラオスにおけるICT政策の現状を概説
する。第３節で、観光産業おいてICT化を進めることで
どのような効果が期待できるのかについて経済学の知見、
および実証研究の成果から示す。第4節では、結論を下
す。

２．ICTと政策の現状
本章では、ラオスにおけるICT政策の変遷とその現状

について概説し、その後に、現状における課題について
指摘をする。はじめに、ラオスにおけるICT政策は、周
辺諸国との枠組みである東南アジア諸国連合（ASEAN: 
Association of South East Asia Nations）における政策の
指針を大きく反映した物となっている。ASEANはICT
を含む政治や経済だけでなく、社会や文化といった多
くの分野において地域協力を通じて、日・米・欧など
域外国と協力して交渉に当たり発展を期する共同体と
なっている。ASEANでは、2000年11月には「e-ASEAN 
Framework Agreement」が採択され、東南アジア全体
における当時の経済発展の牽引役として、東南アジア地
域の情報通信インフラの構築を目指した相互接続や相互
運用の協力を確認したものとなっている。それだけでな
く、将来を見据え電子商取引の促進に向けた投資の自由
化や電子政府への取り組みなど世界の動向と歩調を合わ
せた取り組みが行われた。
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ラオスは1990年に「電気通信マスタープラン」が作
成され、前後を含めて電気通信整備計画が３次まで実
施された。世界のICT環境の急速な発展を受け、監督機
関もそれまでの郵便事業の監督と一体となった国家郵
便電気通信庁（NAPT:National Authority of Posts and 
Telecommunications）から、2007年には通信・運輸・
郵便・建設省（MCTPC:Ministry of Communication, 
Transport, Post and Construction）となっていた監督
機関に再編され、さらに、2011年に2001年施行され
た電気通信法の改正により、郵便電気通信省（MPT: 
Ministry of Posts and Telecommunications）として分離
し、MPTが監督業務を行っている。

MPTの監督の下で2011年からの５年間、ラオス
は「五ヵ年発展計画」としてICTについても政策を
立案し、この中で国際機関である国際電気通信連合 
（ITU:International Telecommunication Union）だけ
でなく、アジア・太平洋電気通信共同体（APT:Asia 
Pacific Telecommunication）と連携して「ASEAN ICT 
Development Partnership Plan（AIM 2015）」を策定し、
ICTの発展を全ての加盟国で享受できるようにした。

具体的に、2011－2015の計画では１）郵便　２）電
気通信やICT　３）手続きの電子化　４）予算　５）人
材育成　６）法制度　７）国際関係　８）投資につい
てそれぞれの分野・観点からICT化に向けた具体的な方
策が示された。これらの計画を受けて、2016年からは
「五ヵ年発展計画Ⅱ」として、2020年までのICT政策
を７つの方針と13の目標で示し、世界が高速で高い品
質のインフラを構築し産業も高速化・複雑化する中で、
ICTが社会経済発展の牽引役である事を改めて位置づけ
た。

さらに、これまでの五ヵ年計画だけでなく、ASEAN
のICT政策と連係させた2016年からの十カ年計画とし
て2015年、「ビジョン2030、電気通信と電気通信セク
ターの発展戦略（2016－2025）」を策定した（MPT, 
2015）。十カ年計画では具体的な方針と施策は五ヵ年
計画を適切に実施する事を確認し、新たに計画実施によ
る挑戦項目としてICTの恩恵の小規模な村を含むラオス
全域へ普及・浸透などの８つの項目を挙げ、これまでの
教訓を基に最終的な2030年までにラオス国内のICT環境
の姿（ビジョン）を４点で示した：郵便インフラの高度
化、通信・IT（Information Technology）インフラの高
度化、人材の高度化、公共・民間部門の手続きの電子化。
また、2030年までの全体の方針は13項目示されており、
五カ年計画の最終年である2025年までの目標は当初の
計画の８分野を想定した具体的な11の目標が示された。

こうした近年のラオスにおけるICT政策の動向は
ASEANとしてのICT政策と連係しており、ASEANの
ICT政策も概ね５年ごとに策定されている。近年では
2011年から2015年までの５年間についての計画をまと
めた「ASEAN ICT Master Plan 2015（AIM 2015）」が
採択され、１）経済改革　２）エンゲージとエンパワー
メント　３）イノベーション　４）インフラ整備　５）
人材育成　６）デジタル・デバイドの解消を掲げ、加盟
国が連係して情報通信インフラの高度化と社会経済の発
展への貢献というラオスのICT政策と共通の方針を加盟
国間の連携を強調する形で策定されている。

さらに、その後継となる「ASEAN ICT Master Plan 
2020（AIM 2020）」では政策目標については、多少の
表現・内容の変化はあるが、１から５までの目標は基
本的には共通しており、さらにICT環境の急速な変化を

表1　2016年の各県のインバウンド観光客数（人）
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受けて以下の点が変更・追加された：ASEAN単一市場
としてのICT、ニューメディアとコンテント、情報セ
キュリティーと確実性の３点となっている。これらは
ASEANとして新たに生み出す魅力的なコンテンツの創
出・管理やセキュリティーに関する点が近年急速に求め
られている事が窺える。

ラオスにおけるICTによる通信インフラの状況と国
家の全体像については、計画投資省（MPI:Ministry of 
Planning and Investment）とラオス統計局（LSB:Lao 
Statistic Bureau）が公表する統計資料から窺える。しか
し、ここで示されているICTの現状は、後発開発途上国 
（LDCs:Least Developing Countries）の発展として認識
しているせいか、非常に表面的で、電子メール送受信数
や通信時間など統計として示されている情報はブロード
バンド時代を迎えている世界の現状に鑑みると現状認
識の方法が従来の電話事業を中心としたPSTN（Public 
Switching Telephone Network）やISDN（Integrated 
Services Digital Network）時代の把握方法と認識となっ
ている。ラオス全体におけるICT政策を生かした産業の
発展は国家が統一的に機能している様には見えず、ICT
政策が十分機能していない現状が窺える。他方で監督
機関であるMPTは独自にICT統計データを作成している。
この中では移動体通信市場やハードウェアの利用動向な
ど高度化する通信環境を反映させた統計データとなって
いる。

Inthara（2015, December 9）とPhissamy（2016, 
October 26）は、上記の省庁の統計資料を用いて、ラオ
スにおけるICT化の現状について包括的に整理している。
これらから窺えるのは、地域間での普及や利用動向につ
いて比較的大きな差があるものがあり、特に普及という
面では2015年以降、FTTH（Fiber to the Home）が導入
され、その間接的効果として固定回線だけでなく移動体
通信も含めた全体的な通信速度が劇的に高速になったこ
とが確認できる。したがって、ブロードバンド化された
通信環境が普及・拡大し始めている状況である事が確認
できる。

以上のラオスにおけるICT政策の現状を考えれば、今
後の政策の方向性としては、まずは、総じて、国家レベ
ルでの現状把握において従来の電話事業を中心にした
通信環境の把握方法を現在のブロードバンドやICTを踏
まえたICT環境を統計資料として国内で把握していく必
要がある。その点でMPTが作成している統計データは、
本来ICT政策やその目的である投資への誘導を実行して
いく上で基礎とすべきデータであるはずである。現状認

識と国家機関としての統一的対応が必要であると考える。
また、ICT政策自体は国内手続きなどの電子化を促

進とする一方、ASEANのICT政策が人材育成や投資へ
の誘導という発展的で複合的な課題に取り組むことか
ら、国内の地域間だけでなく、ASEANとの間で環境ま
たは経済の成熟度におけるギャップをICT環境の整備以
外でどのように埋めていくかが課題となる。バンダサイ
（2014）によれば、ラオスには未だ質の高いICT分野の
専門家の数が少なく、そのインフラの整備と活用も遅
れている。バンダサイ（2014）は、今後の方針として、
人的資本と社会資本の拡充とともに、政府、民間、大学
などの研究機関が連携をとる必要性を指摘している。

３．ICT政策と観光との関係性
本章では、ICTの発達が観光客の消費行動、および観

光産業に与える影響を経済学の視点と定量的な研究結果
に基づいた検証を行う。観光市場は、情報が均一的に分
布しておらず、情報の非対称性という、市場の失敗が
生じることが知られている（中村、2015）。ICTが観光
分野に果たす役割として、情報の非対称性の問題の解消
が挙げられる。情報の非対称性とは、市場おいて情報が
一様に分布しておらず、偏在しており、「ある経済主体
が知っている情報を別の人が知らない状況」（Varian, 
1992）である。観光客の多くは、観光地への訪問以前
に不確実な状況において幾分かの意思決定を行わなけれ
ばならない。この場合、観光客は、取引以前に取引相手
の情報が観察できない、逆淘汰という情報の非対称性
の問題に直面する３。観光客は、観光地や現地の供給者
（例えば、宿泊業者、ツアーガイド、小売店、飲食業
など）の“質”に関する十分な情報を持っていない。特に、
インバウンド観光客の場合、独自で十分な情報を獲得す
るのが困難であろう。このような状況で、観光客は、質
に関して不確実性を持った財・サービスを取引しなけれ
ばならない。逆淘汰が生じている場合、消費者は、観光
への支払いを控える、あるいは観光自体を諦めてしまう。
そのような状況においては、質の高い財・サービスを供
給している業者にとっては、利益を上げることが困難な
状況となる。結果的に、観光市場では、完全競争的な市
場とは対照的に、供給側において質の良いものが市場か
ら退出し、逆に質の悪いものが市場に残ってしまうとい
う逆淘汰が生じる。

しかしながら、観光客は、スマートフォンやタブレッ
トを通して簡単に情報にアクセスすることが可能となっ
たことで、観光客（消費者）と観光地（供給者）の間で

３　逆淘汰の原理は、Akerlof (1970)によって理論的に明らかされた。この原理は、なぜ中古車市場において低品質な車（レモン）
が淘汰されないのかという問題に彼が応用したことから、「レモンの原理」とも呼ばれる（奥野、2008）。
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の情報の偏りが解消され、上述した逆選択の問題を回避
しうる。例えば、観光客は、ホテルなどの宿泊施設のレ
ビューを見ることで、選択する際に有益な情報を得るこ
とができる。

また、ICTの発達は、供給側にも質を高めるインセン
ティブを与えることができる。観光客は、インターネッ
ト上で業者間を容易に比較することができるので、供給
側での競争が生じやすく、市場全体の質が高まることが
期待できる。加えて、消費者は獲得できる情報が詳細で
多い方が意思決定しやすくなるので、供給側にとっては、
多少コストを払ってでもウェブサイトやネット広告を通
して消費者に対してシグナリングとしての情報を送ろう
とするだろう。

ここで、観光客が得る情報は、観光の供給側から発信
されたものだけではなく、消費者である観光客からも発
信される。観光客は、他の消費者が発信したブログや
SNS（Social Networking Services : Facebook、Twitter、
Instagramなど）を通して情報を得ることもできる。つ
まり、ICT化の進展により観光客がアクセスできる情報
チャネルが増えたといえる。

観光分野では、商業的な関わりでない、消費者間で
観光地や関連商品・サービスに関してやり取りされる
コミュニケーションを“word-of-mouth（WOM）”と称
している（Litvin et al., 2008）。Cantallops and Salvi 
（2014）の実証研究の結果によれば、WOMは、観光地
の決定や観光支出の増加に貢献することが期待される。
最近では、インターネットが登場したことによりメール、
ブログ、SNSなどを通したデジタル上で形成される消費
者間のコミュニケーションは、面と向かったコミュニ
ケーションよりも大規模に形成されるものとなっており、
“electronic word-of-mouth（eWOM）”と呼ばれるよう
になっている。Litvin et al.（2008）は、eWOMを「特
定の財やサービスの利便性（usage）や特徴、あるいそ
れらの売り手に関して、インターネット基盤のテクノロ
ジーを通して、消費者に向けて発せられたあらゆる非公
式なコミュニケーション」として定義しており、このコ
ミュニケーションには、消費者間だけではなく、供給者

と消費者間も含まれるとして、従来のWOMよりも広義
にコミュニケーションを捉えている。

さらに、eWOM と観光客の消費行動の関係におい
ては、SNSの利用者などのeWOMの規模が大きいほ
ど、発信される情報がより高い価値を持ち、人々の行動
により大きな影響を与えるというネットワーク外部性
（ネットワーク効果）が生じうる４。ネットワーク外部
性は、概して言えばネットワークはその規模がより大き
い方が良い、またはあるネットワークにより多くの利
用者がいるほど、そのネットワークの価値はより大き
くなると考えることである５。こうした観点から観光と
ICTにおける情報とテクノロジー、さらにSNSで形成さ
れる集団やセグメント化に対する議論の重要性について
はGranados（1999）、Pesonen（2013）やDimitris and 
Vasiliki（2013）が指摘しており、観光におけるネッ
トワーク効果、ならびにその実証研究は前述の文献と
Wang, Hsu and Fang（2005）、小沢 （2016）、および、
Erkuş-Öztürk（2009）で議論がなされ、ネットワーク外
部性の効果が影響していることが指摘されている。

以上の経済学的な考察にもとづけば、ラオスにおける
ICT化の進展は、観光需要を喚起する一つの重要な戦略
であることがわかる。そのような中で、ラオス政府は、
ICT化の進展のために、インフラの整備や人材育成など
に力を入れることが求められる。このようなハードで時
間のかかるような施策に加えて、比較的にソフトで時間
のかからないような施策も重要である。例えば、デジタ
ル上における観光客同士でのeWOMのネットワークの
形成と拡大を図る上では、政府によるSNSでの積極的な
情報発信も必要である。また、観光客がSNSで発信した
くなるような観光地のマーケティングも有効であろう。

４．おわりに
本稿では、これまでの先行研究で検討されてこなかっ

た、ラオス観光におけるICT化について着目してきた。
本稿は、まず、ラオスのICT政策の現状を概説しながら、
その課題を明らかにした。第２節で指摘した通り、産業
全体の中でのICT分野の認識と監督機関として把握する

４　ネットワーク外部性については、Katz and Shapiro（1985, 1994）やEconomides（1995）により議論がなされ、Leibowits and 
Margolis（2012）によってまとめられている。
５　Bellaframe and Peitz（2010）では前者の効果を「直接的」ネットワーク効果、Katz and Shapiro（1994）にあるように互換性の
議論を伴ってもたらされる後者の効果を「間接的」ネットワーク効果と呼んでいる「間接的」効果における互換性の議論はDavid
（1985）、Farrell and Saloner（1986）やArthur(1989）によりなされ、利便性などにつながるある種の合理性があるにしろ、歴史
的なある時点での恣意的な決定による歴史的な「経路」にしろ、ある決定または「経路」に依存し、以降の決定の機会も前の決定
を維持することに合理性が出てくるというものであった。具体例としてはキーボードの配列、VHSやDVDの規格、さらにOSや表
計算やワープロなどのソフトウェアがこうした互換性の議論で挙げられる代表例である。また、「間接的」ネットワーク効果につ
いてはEconomides（1995）の議論からネットワーク効果とその効果に基づいて価値が最大になるネットワークの規模が存在する
事を証明している。この議論以降、Leibowitz and Margolis（1999）のように主にソフトウェアの分野ではマイクロソフトの例を中
心にOSや表計算といった統合パッケージソフトウェアの経済性や米国の反トラスト法に関する適法性について議論がなされた。
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変化著しい国内ICT環境の認識との間には大きな差があ
る。こうした行政機関の対応は、国家運営が統一的に行
われていない懸念が生じる。政策として投資や人的資本
の構築といった他分野への影響を期待している場合、政
府の統一的意思決定や対応が必須である。国内の地域間
格差を埋める具体策を多方面で一体的に政策を履行する
体制がなければ、ASEANとして実効性を伴う国家間連
携は困難であると考える。

つぎに、ICT化の進展が観光客の消費行動や観光産業
に及ぼす恩恵について、経済学における情報の非対称性
やネットワーク外部性の議論を中心に論じた。ICT化が
進展することで観光市場における情報の分布に偏りがな
くなり、消費者である観光客は観光地の情報を十分に把
握することができる。結果として、観光客数と観光支
出額などの観光需要の向上が期待できる。また、ICT化
の進展は、デジタル上での消費者の情報伝達を容易にし、
いわゆる、eWOMが形成され、その規模が大きくなる
ほど、ネットワークの外部性の効果を通して、より大き
な需要の創造が見込まれる。加えて、情報の非対称性が
解消されることで供給者側に質を高め、自らの質の高さ
を将棋者にシグナルとして知らせるインセンティブが付
与するので、観光市場全体の質を高めうる。前述したよ
うに、それらのメカニズムの妥当性については、実証的
にも保証されてきている。ラオス政府は、上述の効果を
考慮しつつ、前述したラオスにおけるICT政策の課題に
取り組むことが望まれる。

本稿の今後の課題としては、定量的な分析による検証
を行うことである。ラオス政府が公表している統計デー
タは、その種類や網羅している地域に限りがあるが、そ
の範囲の中で検討する必要がある。その一方で、観光客
が発信したSNSのデータやTrip Adviserのような観光客
のレビューデータなどの、いわゆる、ビックデータを用
いた分析は、より発展性があるかもしれない。ビック
データからマイニングを行うことで、eWOMによるラ
オス観光客の消費者行動や選好への影響を捉えることが
できるだろうし、これまでと異なる消費構造が明らかに
なる可能性がある。これらの点については、別稿に譲り
たい。

謝辞：本稿は、JSPS科研費 JP16K16666の助成を受けた
成果の一部である。
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